
貸 借 対 照 表
第11期（平成24年３月31日）

単位：円
資産の部
Ò 流動資産

現金及び預金 113¶375¶022

未収入金 22¶398¶279
EEEEEEE

流動資産合
計

135¶773¶301

Ó 固定資産
１．有形固定資産

建物 3¶769¶399¶069

建物減価償
却累計額

－1¶409¶596¶126 2¶359¶802¶943
EEEEEEE

構築物 330¶756¶880

構築物減価
償却累計額

－236¶914¶987 93¶841¶893
EEEEEEE

車両運搬具 1¶596¶000

車両運搬具
減価償却累
計額

－161¶475 1¶434¶525
EEEEEEE

工具器具備品 94¶025¶821

工具器具備
品減価償却
累計額

－47¶486¶433 46¶539¶388
EEEEEEE

リース資産 53¶562¶571

リース減価
償却累計額

－43¶519¶590 10¶042¶981
EEEEEEE

土地 141¶171¶140
EEEEEEE

有形固定資
産合計

2¶652¶832¶870
EEEEEEE

２．無形固定資産
ソフトウェア 1¶945¶485

リース資産 9¶883¶124

その他の無形
固定資産

735¶000

無形固定資
産合計

12¶563¶609
EEEEEEE

固定資産合
計

2¶665¶396¶479
EEEEEEE

資産合計 2¶801¶169¶780
ÖÖÖÖÖÖÖ

平
成

™
›
年

˜
™
月

�
日
金
曜
日

(
号
外
第

™
�
�
号
)

官
報

平成２４年（再イ）第２３号
愛知県一宮市三ツ井７丁目３番20`601号
スペクトル三ツ井
再生債務者 加藤 敬一
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日

名古屋地方裁判所一宮支部
平成２４年（再イ）第４００号
大阪府門真市南野口町８番７号
再生債務者 古市 隆司
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日

大阪地方裁判所第６民事部
平成２４年（再イ）第４４２号
大阪府寝屋川市梅が丘１丁目17番１`503号
再生債務者 左成 龍
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日

大阪地方裁判所第６民事部
平成２４年（再イ）第４５０号
大阪府門真市岸和田３丁目36番10`306号
再生債務者 清水 孝道
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日

大阪地方裁判所第６民事部
平成２４年（再イ）第３５号
広島県廿日市市地御前北２丁目21番17号
再生債務者 岡 勲助

１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日

広島地方裁判所民事第４部
平成２４年（再イ）第３６号
広島県廿日市市地御前北２丁目21番17号
再生債務者 岡 好香
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日

広島地方裁判所民事第４部
平成２４年（再イ）第１５号
山口県宇部市大字小串19番地14

再生債務者 福本 信敬
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日 山口地方裁判所宇部支部
平成２４年（再イ）第８号
愛媛県松山市古川西１丁目15番13号 アトム
理容店
再生債務者 中野 貴之
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日 松山地方裁判所民事部
平成２４年（再イ）第１６号
愛媛県松山市堀江町甲1929番地４
再生債務者 垣鍔 俊二
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成24年11月26日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成24年11月27日 松山地方裁判所民事部

独立行政法人国立女性教育会館平成23事業年度財務諸表に関す
る公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項の規定に基づき、平成23事業年度独立
行政法人国立女性教育会館の財務諸表について、次のとおり公告します。
平成 24年 12月７日 埼玉県比企郡嵐山町大字菅谷728

独立行政法人国立女性教育会館
理事長 内海 房子
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